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１．テレワーク人口実態調査の目的・定義

○テレワ ク人口実態調査の目的

○本調査は、以下の観点でWEB を利用した実態調査を実施し、 その結果について定
量的データにより分析等を行うことを目的としている。

○テレワーク人口実態調査の目的

• 継続的に把握してきた就業人口に占めるテレワーカー率やテレワーカー・非テレ
ワーカーのテレワークに関する意識・実態などを調査ワ カ のテレワ クに関する意識 実態などを調査

• テレワーク実施・非実施日それぞれの生活実態やテレワーカーの仕事や生活に対
する価値観などを調査

• 今年度は新たに「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）にお• 今年度は新たに「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）にお
けるKPI※１の現状値の把握、育児・子育て、介護におけるテレワークの実施意向、
テレワークの実施とワークライフバランス実現との関連について意識等を調査

○調査にあた ては 有識者及びテレワ ク関係府省※ ２で構成される「テレワ ク人

○調査の体制

※１ KPI：重要業績評価指標（Key Performance Indicator）

○調査にあたっては、有識者及びテレワーク関係府省※ ２で構成される「テレワーク人
口実態調査検討会」（座長：大西隆 日本学術会議会長 慶應義塾大学大学院政
策・メディア研究科 特別招聘教授）において、調査項目、調査内容、調査票の設計
及び調査分析結果について検討を行っている
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及び調査分析結果について検討を行っている。

※２ 内閣官房情報通信技術総合戦略室、内閣府男女共同参画局、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省



１．テレワーク人口実態調査の目的・定義

○本調査における定義

■テレワーカー分類の定義

□広義テレワーカー

雇用者は ふだん収入を伴う仕事を行 ている人の中で 仕事でＩＣＴを利用している人かつ 自分の所

○本調査における定義

• 雇用者は、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でＩＣＴを利用している人かつ、自分の所
属する部署のある場所以外で、ＩＣＴを利用できる環境において仕事を行っている人。

• 自営業者は、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でＩＣＴを利用している人。

□狭義テレワーカー

• ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でＩＣＴを利用している人かつ、自分の所属する部署
のある場所以外で、ＩＣＴを利用できる環境において仕事を行う時間が１週間あたり８時間以上である人。

□在宅型テレワーカー

• 狭義テレワーカーのうち、自宅（自宅兼事務所を除く）でＩＣＴを利用できる環境において仕事を少しでも
行っている（週１分以上）人。

■従業上の地位別（雇用・自営別）テレワーカーの定義（※）

□雇用型

会社 官 庁 団体や自営業主 雇われ る人 会社 社長 取締役 監査役 団体 理事 幹事な• 会社・官公庁・団体や自営業主に雇われている人、会社の社長・取締役・監査役、団体の理事・幹事な

どの役員の人及び派遣社員、契約社員、嘱託、パート、アルバイトとして働いている人。

□自営型

個人経営の事業主の人 農家や個人商店などで 仕事を手伝 ている家族の人及び家庭内で賃仕事
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• 個人経営の事業主の人、農家や個人商店などで、仕事を手伝っている家族の人及び家庭内で賃仕事

（家庭内職）をしている人。

※総務省の「国勢調査」の「従業上の地位」に基づき分類



２．テレワーク人口実態調査の実施概要 （１）調査の概要

調査の種類 調査の概要 対象者 設問数 実施日 サンプル数

就業者を対象にテレ
ワ カ 率 テレワ

web調査の登録者のう

(１)
本調査
（web調査）

ワーカー率・テレワー
カー数、テレワークに
関する意識・実態等を
把握

調査 登録者 う
ち15歳以上の就業者か
らランダムに約1.5万人
を抽出

30問
2013年11月22日（金）
～11月24日（日）

8,252人

(２)
日記調査

週１日以上終日在宅
就業するテレワーカー
及びモバイルを中心と
したテレワ カ を対

本調査実施者のうち、
週１日以上終日在宅で
就 業 す る 雇 用 型 テ レ
ワーカー及びモバイル

２日分
（実施日

と
2013年12月24日（火）

201人(２)
日記調査
（web調査）

したテレワーカーを対
象にテレワーク実施日
と非実施日の生活行
動の違い等を把握

ワ カ 及びモバイル
を中心としたテレワー
カーに属する回答者に
対し、全数またはランダ
ムに615人を抽出

と
非実施

日）

2013年12月24日（火）
～12月27日（金）

201人

3

ムに615人を抽出
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２．テレワーク人口実態調査の実施概要 （２）テレワーカー率・テレワーカー数の推計方法

○テレワーク率・テレワーカー数の推計方法

（１）雇用型、自営型別、性年齢階層別に回収サンプルと「平成24年就業構造基
本調査」（総務省）との比率で、サンプル数の母集団拡大補正を実施。(※)

○テレワ ク率 テレワ カ 数の推計方法

本調査」（総務省）との比率で、サンプル数の母集団拡大補正を実施。(※)

（２）「平成24年通信利用動向調査」（総務省）における性別・年齢階層別イン
ターネット利用率により、テレワーカー率・テレワーカー数を補正。

〈概念図〉

回収

サンプル数

拡大補正された

サンプル数（①）

拡大補正された

テレワーカー

サンプル数（②）

拡大補正された

テレワーカー率

（②／①）

テレワーカー率

テレワーカー数

母集団拡大補正（１）(※) テレワーカーの定義（P.2）
に基づき対象サンプルを
集計

インターネット利用率による

テレワーカー率・テレワーカー数
の補正（２）
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※最新の「就業構造基本調査」（総務省）をベースとし、拡大補正を行うが、今年度より新たに毎年の就業
人口の変動へ対応するため「労働力調査」（総務省）を活用して時点修正を行う。



１）テレワーカー率 ①在宅型テレワーカー率

３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

○在宅型テレワーカー率は2012年から3.1ポイント減の11.1％となっている。

○雇用型 自営型ともに減少した

１）テレワーカー率 ①在宅型テレワーカー率

25 7%

30.0%

○雇用型、自営型ともに減少した。

25.7%

21.5%

20 0%

25.0% 雇用型在宅型テレワーカー

自営型在宅型テレワーカー

全体

（‐4.2ポイント）

15.0% 14.2%

11 1%
15.0%

20.0% 全体

（‐3.1ポイント）

12.5%

9.8%
7.6% 7.6% 7.3%

5 2% 4 9%

7.5%

11.1%

10.0%

4.7% 4.8% 4.5%
6.3%

5.1% 5.2% 4.9%

0 0%

5.0% （‐2.7ポイント）

0.0%
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

（注）・在宅型テレワーカー率は2008年より算出している。
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３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

１）テレワーカー率 ②狭義テレワーカー率

○狭義テレワーカー率は2012年から4.0ポイント減の17.3％となっている。

○雇用型 自営型ともに減少した

１）テレワーカー率 ②狭義テレワーカー率

27.9%
30.0%

○雇用型、自営型ともに減少した。

（‐3.0ポイント）

21.0% 20.8% 20.2%

23.9% 24.9%

19 7%
21.3%

25.0%

（‐4.0ポイント）

15 9%

19.0%
20.3%

16 4%

16.5%
15.2% 15.3%

16.5%

19.7%

17.3%

15.0%

20.0%
（ 4.0ポイント）

9 2%

14.3% 14.5%
15.9% 16.4%

8.2%

10.4%
10.0%

雇用型狭義テレワーカー

（‐3.9ポイント）

5.7%

9.2%
6.1%

5.0%

雇用型狭義テ

自営型狭義テレワーカー

全体

0.0%
2002年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
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１）テレワーカー率 ③広義テレワーカー率

３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

○広義テレワーカー率は2012年から4.6ポイント減の41.1％となっている。

○雇用型は減少しているが 自営型は増加した

１）テレワーカー率 ③広義テレワーカー率

80.0%

○雇用型は減少しているが、自営型は増加した。

（＋3.4ポイント）

54 0%

66.4% 64.6%
67.1%

64.5% 64.5%
67.9%

60.0%

70.0%

43 0% 42 9%

54.0%

38.9%

46.0% 45.2% 45.5% 43.1%
45.7%

41.1%
40.0%

50.0% （‐4.6ポイント）

36.0%
43.0% 42.3% 42.2% 39.9%

42.9%

37.7%
24.2%30.0%

40.0%

雇用型広義テレワ カ （含 狭義）

（‐5.2ポイント）

13.7%

15.6%

10.0%

20.0% 雇用型広義テレワーカー（含・狭義）

自営型広義テレワーカー（含・狭義）

全体

0.0%
2002年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
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３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

２）テレワーカー数 ①在宅型テレワーカー数

○在宅型テレワーカー数は2012年から約210万人減の約720万人となっている。

２）テレワーカー数 ①在宅型テレワーカー数

1000
雇用型在宅型テレワーカー

930

(万人）

700

800

900

自営型在宅型テレワーカー
720

(-210万人）

710 

570

500

600
490

270 270 260

360 

570 

200

300

400 340 340 320

70  70  60 
130 

220 
150 

270  270  260 

0

100

200

年 年 年 年 年 年2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
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（注）・在宅型テレワーカー数は2008年より算出している。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

２）テレワーカー数 ②狭義テレワーカー数

○狭義テレワーカー数は2012年から約280万人減の約1120万人となっている。

２）テレワーカー数 ②狭義テレワーカー数

1600

雇用型狭義テレワーカー
1400

(万人）

1200

1400
雇用型狭義テレワ カ

自営型狭義テレワーカー

1000 1010
1080

1290

1120
(-280万人）

910

1090 
1160 

940

800

1000

680

310

510 

820  830  910  940 

400

600
410 

100  170 180 180 170 200 240 170

310 

0

200

2002年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
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（注）・数字を１の位で丸めているため、各年度の内訳と合計値は必ずしも一致しない。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

３）在宅型テレワーカー数の分析

○狭義テレワーカー数に占める在宅型テレワーカー数の割合は、2011年まで

３）在宅型テレワーカー数の分析
①狭義テレワーカー数に占める在宅型テレワーカー数の割合
○狭義テ 数 占 る在宅型テ 数 割合 、 年ま

は３～４割程度であったが、2012年には６割を超え、自宅でテレワークを行う
人の割合が急増した。

○2013年は狭義テレワ カ 数及び在宅型テレワ カ 数自体は減少したも○2013年は狭義テレワーカー数及び在宅型テレワーカー数自体は減少したも
のの、狭義テレワーカー数に占める在宅型テレワーカー数の割合は2012年
と同様、６割を超えた。

10
（注）・在宅型テレワーカー数は2008年より算出している。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

３）在宅型テレワーカー数の分析

○在宅型テレワーカーは 2012年～2013年にかけて310万人やめ 新たに100

３）在宅型テレワーカー数の分析
②テレワーク開始時期からみた在宅型テレワーカー数の増減

○在宅型テレワーカーは、2012年～2013年にかけて310万人やめ、新たに100
万人が始めたと推計される。

在宅型テレワーカーの
2012年から2013年の変化

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2012年までにテレワークを開始した割合と
2013年からテレワークを開始した割合

88.4%

82.5%

11.6%

17.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅型テレワーカー

狭義テレワーカー

（在宅型除く）

雇
用

型

900

1000

2013年に自宅でのテレワーク

をやめた（と思われる）人

310万人（万人）

2013年に自宅で

930

84.6%

93.1%

15.4%

6.9%

広義テレワーカー

（狭義以外）

在宅型テレワーカー

雇

100 

310

400

500

600

700

800
720

2013年に自宅で

テレワークを始めた人

100万人

94.8%

92.3%

5.2%

7.7%

狭義テレワーカー

（在宅型除く）

広義テレワーカー

（狭義以外）

自
営

型

620 620 

0

100

200

300

2012年
在宅型テレワ カ

2012年～2013年
の減少

2013年
在宅型テレワ カ

2012年までに自宅で

テレワークを始めた人

620万人
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（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の各テレワーカー分類におけるテレワーク開始時期の割合と人口である。

2012年までに開始 2013年から開始

在宅型テレワーカー の減少 在宅型テレワーカー



３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

３）在宅型テレワーカー数の分析

○「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）において「週1

３）在宅型テレワ カ 数の分析
③週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数

○「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）において「週1
日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数」※を雇用形態の
多様化とワークライフバランスの実現状況を測るＫＰＩのひとつとして設定。

○本調査では 定義を以下のとおりとした○本調査では、定義を以下のとおりとした。

《定義》

• 週1日以上終日在宅勤務を行っている雇用者

• 但し、週に５時間以上テレワークを実施している人のうち、自宅（自宅兼事務所を除
く）でＩＣＴを利用できる環境において仕事を少しでも行っている（週１分以上）人） を利用 環境 仕事を少 行 （週 分 ）

全労働者数に占める割合： 4.5％
週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数： 260万人

12

※在宅型テレワーカーは週８時間以上テレワークを実施している人を対象とするが、ＫＰＩではパートタイム労働者の平均労働時間等を参考とし、週５時間以上テレ
ワークを実施している人を対象としている。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （１）テレワーカー率・テレワーカー数

３）在宅型テレワーカー数の分析

○勤務先における在宅勤務制度等があるテレワ カ の割合は 在宅型テレ

３）在宅型テレワーカー数の分析
④勤務先に在宅勤務制度等がある在宅型テレワーカー数

○勤務先における在宅勤務制度等があるテレワーカーの割合は、在宅型テレ
ワーカーが最も高く、雇用型で約４割、自営型で約５割である。

○勤務先における在宅勤務制度等がある在宅型テレワーカー数は約310万人
で、在宅型テレワーカー数の約４割となっている。

勤務先における在宅勤務制度等がある在宅型テレワーカー数

13
（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の各テレワーカー分類における制度の有無の割合である。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

１）テレワーカーの属性 ①職種別（雇用型）

○雇用型テレワーカー等に占める職種の割合は、「事務職」、「専門・技術
職 技術者」 （※1）及び「管理職」の割合が高い。

１）テレワーカーの属性 ①職種別（雇用型）

＜在宅型テレワーカー＞ ＜狭義テレワーカー（在宅型以外）＞
0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

27.6% 17.0% 15.6% 12.4% 6.4% 20.9%2013年 27.6% 17.0% 15.6% 12.4% 6.4% 20.9%2013年

31.5% 16.8% 12.2% 11.3%

5.0%

23.1%2012年 57.5% 15.0% 11.1% 5.2%

2.0% 2.0%

7.2%2012年

36.2% 21.7% 9.0% 8.2%

4.8%

20.2%2013年

＜広義テレワーカー（狭義以外）＞ ＜非テレワーカー＞

28.0% 14.2% 11.7% 10.9% 6.0% 29.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年
0% 20% 40% 60% 80% 100%

36.6% 12.1% 10.6%6.3%6.1% 28.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

31.4% 14.4% 11.3% 10.2% 5.8% 26.8%2012年 33.0% 13.4% 12.9% 7.8%6.1% 26.8%2012年

専門・技術職 技術者(※1) 専門・技術職・技術職 保険医療 専門・技術職 教員 その他の専門・技術職(※2) 管理職 事務職 販売・営業 サービス職 生産工程・労務作業 その他

14（注）・数値は実態調査に基づくサンプルベースの雇用型・自営型別テレワーカー分類別職種別の割合であり、上位５職種のみを表示している。
・職種の分類は「日本標準職業分類（平成9年12月改定）」（総務省）に基づく。

※1 科学研究者、農林水産業・食品技術者、機械・電気技術者、鉱工業技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理技術者など
※2 法務従事者、経営専門職業従事者、宗教家、文芸家・記者・編集者、美術家・写真家・デザイナー、音楽家・舞台芸術家など



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

１）テレワーカーの属性 ①職種別（自営型）
○自営型テレワーカー等に占める職種の割合は、「専門・技術職 その他

の専門・技術職」（※2）、「販売・営業」及び「専門・技術職 技術者」 （※1）

割合が高

１）テレワ カ の属性 ①職種別（自営型）

の割合が高い。

＜在宅型テレワーカー＞ ＜狭義テレワーカー（在宅型以外）＞
0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
20.5% 18.3% 16.4% 9.8% 9.2% 25.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年
0% 20% 40% 60% 80% 100%

25.1% 21.2% 12.4% 11.0% 8.9% 21.5%2013年

＜広義テレワーカー（狭義以外）＞ ＜非テレワーカー＞

23.2% 18.9% 12.3% 10.0% 8.3% 27.3%2012年 20.8% 16.8% 13.9% 10.9% 7.9% 7.9% 21.8%2012年

＜広義テレワ カ （狭義以外）＞ ＜非テレワ カ ＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

24.2% 20.9% 9.4%

5.8%

5.2% 34.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

0% 20% 40% 60% 80% 100%

21.1% 16.9% 12.3% 11.5% 7.8% 30.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

22.8% 19.4% 8.2%7.0% 6.8% 35.8%2012年21.6% 18.6% 13.6% 10.6% 7.0% 28.6%2012年

専門・技術職 技術者(※1) その他の専門・技術職(※2) 管理職 事務職 販売・営業 サービス職 農林漁業 生産工程・労務作業 その他

15
（注）・数値は実態調査に基づくサンプルベースの雇用型・自営型別テレワーカー分類別職種別の割合であり、上位５職種のみを表示している。

・職種の分類は「日本標準職業分類（平成9年12月改定）」（総務省）に基づく。

※1 科学研究者、農林水産業・食品技術者、機械・電気技術者、鉱工業技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理技術者など
※2 法務従事者、経営専門職業従事者、宗教家、文芸家・記者・編集者、美術家・写真家・デザイナー、音楽家・舞台芸術家など

専門 技術職 技術者(※1) その他の専門 技術職(※2) 管理職 事務職 販売 営業 サ ビス職 農林漁業 生産工程 労務作業 その他



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

１）テレワーカーの属性 ②都市圏別

○就業者に占める都市圏別雇用型・自営型別の各テレワーカー数等の割合は、三大
都市圏、地方都市圏ともに、2012年より在宅型テレワーカーの割合が減少している。

１）テレワーカーの属性 ②都市圏別

○地方都市圏に比べ、三大都市圏の方が在宅型テレワーク率の割合が高い。

＜雇用型＞ ＜自営型＞
【三大都市圏】

12.3% 8.0% 24.5% 55.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

15.4% 9.9% 26.0% 48.8%2012年

9 0% 7 3% 23 5% 60 2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年 19 5% 4 2% 48 8% 27 4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

【地方都市圏】

9.0%

13.2%

7.3%

8.5%

23.5%

25.6%

60.2%

52.7%

2013年

2012年

19.5%

27.1%

4.2%

2.5%

48.8%

42.7%

27.4%

27.7%

2013年

2012年

在宅型テレワーカー 狭義テレワーカー（在宅型以外） 広義テレワーカー（狭義以外） 非テレワーカー 16
（注）・三大都市圏とは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、愛知県、大阪府、兵庫県、京都府とし、地方都市圏とは、それ以外の道県としている。

・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の都市圏別雇用型・自営型別のテレワーカー数（在宅型、狭義、広義）及び非テレワーカー数の割合である。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

２）在宅型テレワーカーの属性 ①性別・年齢階層別

○在宅型テレワーカーに占める性別雇用型・自営型別の年齢階層の割合は、男
女 雇用型・自営型ともに2012年に比べて60歳以上の割合が増加している

２）在宅型テレワーカーの属性 ①性別・年齢階層別

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

女、雇用型 自営型ともに2012年に比べて60歳以上の割合が増加している。

＜雇用型＞ ＜自営型＞【男性】

14.2% 23.0% 22.8% 23.7% 16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

2.8%

12.2% 15.2% 17.3% 52.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

17.1% 24.3% 21.1% 23.7% 13.7%2012年

2.9%

11.5% 14.8% 22.6% 48.1%2012年

5.2%

10.7% 18.5% 14.8% 49.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年

【女性】

2.9%

12.7% 19.2% 24.5% 40.6%2012年

17
（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の性別雇用型・自営型別年齢階層別の在宅型テレワーカー数の割合である。

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上



２）在宅型テレワーカーの属性 ②性別 正規・非正規別

３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

○在宅型テレワーカー数は、男女ともに前年比0.6～0.8倍となっている。

○在宅型テレワーカー数の寄与度は、全てにおいて減少しているが、男性の

２）在宅型テレワーカーの属性 ②性別、正規・非正規別

1000
（万人）（万人）

930 314

○在宅型テレワ カ 数の寄与度は、全てにおいて減少しているが、男性の
雇用型の正規社員が減少に最も寄与している。

193

52 
69 

44700

800

900

0 6倍
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33 
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193 

147 

35
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35 
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600

700

0.8倍

0.7倍
0.6倍

490
0.7倍

433 
359 

36 

24 
94 

106 
52 
35 

200

300

400

0 8倍

0.7倍
0.7倍

0.8倍

0.8倍

239 

0

100

2011年 2012年 2013年

0.8倍

489616
＊凡例の数値は増加数 の寄与度（％） 女性 自営 ▲2 6 女性 雇用 非正規社員 ▲1 4 女性 雇用 正規社員 ▲5 0

18
（注）・数字を１の位で丸めているため、各分類の合計値と在宅型テレワーカー数は必ずしも一致しない。

＊凡例の数値は増加数 の寄与度（％）

※寄与度＝各属性の在宅型テレワーカー人口の増減数
/昨年度の在宅型テレワーカー数

女性 自営：▲2.6 女性 雇用・非正規社員 ：▲1.4 女性 雇用・正規社員：▲5.0

男性 自営：▲4.7 男性 雇用・非正規社員 ：▲0.9 男性 雇用・正規社員：▲8.0



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

３）テレワ カ の働き方 ①平均テレワ ク時間（週合計）の推移３）テレワーカーの働き方 ①平均テレワーク時間（週合計）の推移

○狭義テレワーカー１人当たりの平均テレワーク時間（週合計）は、2012年と
比較して 自営型の狭義テレワーカー（在宅型以外）のみ大きく減少してい比較して、自営型の狭義テレワーカー（在宅型以外）のみ大きく減少してい
るが、それ以外のテレワーカーはほぼ横ばいであった。

30.6 
30.8  30.6 

29 0
29.3 

29 0

30.0

31.0
（時間/週）

27 0

28.1  27.9 
28.5 

25 7 25 726.7
26.2 

29.0 

27.4 
26.1  27.2 

27.0 
27.0

28.0

29.0

27.0 

25.3  24.8 

22 8

24.9 

25.7  25.7 26.7 

25.1 
26.2 

24.0

25.0

26.0

雇用型在宅型テレワーカー

雇用型狭義テレワ カ （在宅型以外）

22.6  22.3 

22.8 

21.0

22.0

23.0

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

雇用型狭義テレワーカー（在宅型以外）

自営型在宅型テレワーカー

自営型狭義テレワーカー（在宅型以外）

狭義テレワーカー全体

19（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の狭義テレワーカーの雇用型・自営型別１週間あたりの平均テレワーク時間である。
・広義テレワーカーは対象外としている。

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

３）テレワ カ の働き方 ② 1自宅での平均テレワ ク時間（週合計）の推移

○在宅型テレワーカーの一人当たり平均テレワーク時間（週合計）は、2012
年と比較して 全体ではほぼ横ばいとなったが 雇用型では0 4時間増加し

３）テレワーカーの働き方 ②-1自宅での平均テレワーク時間（週合計）の推移

年と比較して、全体ではほぼ横ばいとなったが、雇用型では0.4時間増加し、
自営型では0.8時間減少している。

20.0 
18.7  17 920.0

25.0（時間/週）

13 9

14.3 
15.4 

17.9 

10 2 10 5

13.0 
14.7  14.8 

15.0

20.0

8.9  8.9 
10.6 

13.5  13.9 10.2  10.5 

5 0

10.0

雇用型在宅型テレワーカー

0.0

5.0

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

自営型在宅型テレワーカー

在宅型テレワーカー全体

20
（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の在宅型テレワーカーの雇用型・自営型別１週間あたりの自宅における平均テレワーク時間である。

・広義テレワーカーは対象外としている。

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

３）テレワ カ の働き方 ② 2 自宅での平均テレワ ク時間（週合計）構成割合の推移３）テレワーカーの働き方 ②-2 自宅での平均テレワーク時間（週合計）構成割合の推移

○在宅型テレワーカーの自宅での一人当たりテレワーク時間分布（週合計）は、
2012年と比較して 雇用型は大きな変化はないが 自営型は17時間以上の2012年と比較して、雇用型は大きな変化はないが、自営型は17時間以上の
割合が減少している。

■在宅型テレワーカー

＜雇用型＞ ＜自営型＞

■在宅型テレワ カ

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.4%
22.1% 21.4% 21.1%

6.3%

5.6%

1.5%

18.7%2013年

2.1%

13.8% 19.8% 23.4%

8.4%

7.7%

1.4%

23.3%2013年

2.7%
23.4% 22.3% 19.9%

6.1%

6.7%

1.5%

17.3%2012年

0.8%

10.3% 18.3% 23.3%

7.6%

10.9%

2.8%

26.0%2012年

1時間未満 1～5時間 5～9時間 9～13時間 13～17時間 17～21時間 21～25時間 25時間以上

21
（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の在宅型テレワーカーの雇用型・自営型別１週間あたりの自宅における平均テレワーク時間の割合

を分布で示したものである。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

３）テレワ カ の働き方 ③終日在宅勤務者の活動時間の比較

○終日在宅勤務実施日の方が、「業務」や「通勤・退勤」の時間が短くなり、「自
分の時間（自己啓発、勉強など）」、「起床・食事・入浴・家事・身の回りの用

３）テレワーカーの働き方 ③終日在宅勤務者の活動時間の比較
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分の時間（自己啓発、勉強など）」、 起床 食事 入浴 家事 身の回りの用
事」、「育児・子育て」、「睡眠」の時間が長くなっている。
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22
（注）・数値は日記調査に回答した終日在宅勤務者の平均値である。

図 終日在宅勤務実施日非実施日別１日の活動種類別時間の差

※時間差＝終日在宅勤務実施日の時間－終日在宅勤務非実施日の時間



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

３）テレワーカーの働き方

○主にヘッドオフィス以外で仕事をする場合（モバイル実施日）、仕事先として、「自

３）テレワ カ の働き方
④モバイル中心テレワーカーの実施日・非実施日の場所別仕事時間の比較

分の部署のある場所以外の他事業所」、「顧客先・取引先」、「自宅」、「自宅兼
事務所」での平均仕事時間が長くなっている。

○主にヘッドオフィス以外で仕事をする場合（モバイル実施日）の方が １日の仕事

8.6 9 0
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○主にヘッドオフィス以外で仕事をする場合（モバイル実施日）の方が、１日の仕事
時間が長い。
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自分の部署のある 自分の部署のある 顧客先 取引先（事 自宅（自宅兼事務所 自宅兼事務所 自社のサテライトオ 共同利用型のサテ 般利用可能な公 移動中 移動中の交通施設 出張等で滞在中の その他の場所（買物 全体 全体自分の部署のある

事業所（事務所、店

舗、工場、施設など）

自分の部署のある

場所以外の他事業

所（自社の他事業

所）

顧客先・取引先（事

務所、開発や作業

の現場など）

自宅（自宅兼事務所

を除く）

自宅兼事務所 自社のサテライトオ

フィス

共同利用型のサテ

ライトオフィス

一般利用可能な公

共・民間施設

移動中 移動中の交通施設

（駅、空港、サービス

エリア・パーキング

エリア、道の駅など）

出張等で滞在中の

ホテル

その他の場所（買物

先、食事先や娯楽

活動など）

全体 全体
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（注）・数値は日記調査に回答したモバイルワーカーの平均値である。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

４）テレワーカーの意識 ①テレワーカー別のワークライフバランスの実現度４）テレワ カ の意識 ①テレワーカー別のワークライフバランスの実現度

○ワークライフバランス実現度は、実現できていると「思う」割合は、雇用型の
中では在宅型テレワーカーが最も高く、自営型の中では在宅型テレワー
カーが最も低い。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｑ．ワークライフバランスが実現していると思うか。

8.9%

7.1%

50.5%

55.2%

32.4%

29.0%

8.1%

8.7%

在宅型テレワーカー

狭義テレワーカー

（在宅型除く）型

5.8%

7.1%

53.1%

54.2%

34.2%

31.7%

6.8%

7.0%

広義テレワーカー

（狭義以外）

非テレワーカー

雇
用

9.8%

11.8%

59.8%

59.9%

25.5%

16.8%

4.9%

11.5%

在宅型テレワーカー

狭義テレワーカー

（在宅型除く）型

11.7%

11 1%

54.4%

57 0%

28.4%

25 6%

5.5%

6 3%

（在宅型除く）

広義テレワーカー

（狭義以外）

非テレワーカー

自
営

型
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11.1% 57.0% 25.6% 6.3%非テレワ カ

思う まあ思う あまり思わない 全く思わない

（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の雇用型・自営型別テレワーカー分類別におけるワークライフバランスの実現度の割合である。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

４）テレワーカーの意識 ②テレワークのメリットとワークライフバランスの実現４）テレワ カ の意識 ②テレワ クのメリットとワ クライフバランスの実現
○雇用型、自営型ともに、テレワークを「特にメリットなし」と回答した割合は「ワー

クライフバランスが実現していない」人の方が高い。
○雇用型、自営型ともに、テレワークのメリットのうち「電話や話し声等に邪魔され○雇用型、自営型 も 、テ ワ ク リッ うち 電話や話し声等 邪魔され

ず集中できる」、「非拘束時間ができる」と回答した割合は「ワークライフバラン
スが実現している」人の方が高い。

○特に、雇用型では「ワークライフバランスが実現している」人の方がテレワーク
があ 感
37.1%

42.3%

31.6%

35.8%

0%10%20%30%40%

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ内での電話や話声等に

邪魔されず集中できる

どこででも仕事ができ、

業務効率向上が期待

24.2%

36.3%

19.0%

36.0%

0% 10% 20% 30% 40%

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ内での電話や話声等に

邪魔されず集中できる

どこででも仕事ができ、

業務効率向上が期待

＜自営型＞ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ内での電話や話声等に邪魔されず集中できる

どこででも仕事ができ、業務効率向上が期待

＜雇用型＞

のメリットがあると感じている。

24.5%

13.0%

15.3%

8.6%

20.3%

9.5%

10.8%

6.2%

移動中でも仕事可能になり、

業務効率向上が期待

顧客先等への訪問機会や訪問時間を

円滑にでき、顧客ｻｰﾋﾞｽ向上が期待

顧客先等に迅速・機敏な対応が可能、

顧客ｻｰﾋﾞｽ向上が期待

通勤の際の肉体的・

精神的負担が減少

18.9%

9.3%

16.2%

7.7%

19.1%

10.8%

17.0%

8.5%

移動中でも仕事可能になり、

業務効率向上が期待

顧客先等への訪問機会や訪問時間を

円滑にでき、顧客ｻｰﾋﾞｽ向上が期待

顧客先等に迅速・機敏な対応が可能、

顧客ｻｰﾋﾞｽ向上が期待

通勤の際の肉体的・

精神的負担が減少

移動中でも仕事可能になり、業務効率向上が期待

顧客先等への訪問機会や訪問時間を円滑にでき、顧客ｻｰ
ﾋﾞｽ向上が期待

顧客先等に迅速・機敏な対応が可能、顧客ｻｰﾋﾞｽ向上が期
待

通勤の際の肉体的・精神的負担が減少

10.6%

18.2%

8.2%

5.7%

8.8%

13.5%

5.1%

3.7%

通勤時間削減等で自由時間増加

自己裁量・判断により

非拘束時間ができる

家庭生活充実

・家族ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ増加

育児と仕事の両立が可能

12.7%

29.8%

14.3%

5.6%

11.1%

24.9%

6.4%

3.5%

通勤時間削減等で自由時間増加

自己裁量・判断により

非拘束時間ができる

家庭生活充実

・家族ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ増加

育児と仕事の両立が可能

通勤時間削減等で自由時間増加

自己裁量・判断により非拘束時間ができる

家庭生活充実・家族ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ増加

育児と仕事の両立が可能

4.4%

2.5%

2.7%

9.1%

3.0%

2.0%

1.6%

6 0%

介護と仕事の両立が可能

障がい等による

移動困難でも仕事可能

地域活動などに参加可能

非常時でも業務遂行可能

5.1%

3.2%

4.0%

10.3%

7.4%

4.1%

3.3%

6 8%

介護と仕事の両立が可能

障がい等による

移動困難でも仕事可能

地域活動などに参加可能

非常時でも業務遂行可能

介護と仕事の両立が可能

障がい等による移動困難でも仕事可能

地域活動などに参加可能

非常時でも業務遂行可能

■ワークライフバランス
実現している

■ワークライフバランス
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6.4%

19.6%

0.6%

6.0%

5.4%

29.8%

1.1%

居住場所選択が拡大

特にメリットなし

その他

14.1%

22.1%

0.4%

6.8%

13.9%

28.8%

0.6%

居住場所選択が拡大

特にメリットなし

その他

非常時でも業務遂行可能

居住場所選択が拡大

特にメリットなし

その他

実現していない

（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後のワークライフバランス実現度別のメリットとして選択された項目の割合である。



３．テレワーク人口実態調査の結果 （２）テレワーカーの実態

４）テレワーカーの意識 ③テレワークのデメリットとワークライフバランスの実現４）テレワ カ の意識 ③テレワ クのデメリットとワ クライフバランスの実現

○雇用型、自営型ともに、テレワークを「特にデメリットなし」と回答した割合は
「ワークライフバランスが実現している」人の方が高い。

○雇用型 自営型ともに テレワ クのデメリットのうち「過剰労働 長時間勤務

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%0%10%20%30%40%50%60%

○雇用型、自営型ともに、テレワークのデメリットのうち「過剰労働・長時間勤務
化」、「公私時間の切り分けが困難」と回答した割合は「ワークライフバランスが
実現していない」人の方が高い。

＜自営型＞＜雇用型＞ 10.3%

5.3%

1.3%

3.7%

1 0%

11.2%

5.9%

1.7%

5.3%

生活雑音、外部環境音等が邪魔

家族が非協力・家族に迷惑

同僚に迷惑

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽでしかできない業務を担当

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での仕事に

16.9%

9.3%

5.8%

9.5%

3 3%

15.4%

10.5%

5.5%

7.1%

生活雑音、外部環境音等が邪魔

家族が非協力・家族に迷惑

同僚に迷惑

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽでしかできない業務を担当

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での仕事に

＜自営型＞＜雇用型＞ 生活雑音、外部環境音等が邪魔

家族が非協力・家族に迷惑

同僚に迷惑

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽでしかできない業務を担当

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での仕事に対する人事 評価が気になる 1.0%

12.4%

6.1%

4.6%

5.0%

2.1%

18.3%

7.7%

6.0%

4.9%

ﾍｯﾄ ｵﾌｨｽ以外での仕事に

対する人事・評価が気になる

過剰労働・長時間勤務化

過剰労働・長時間勤務しても

認められない

上司や同僚達との意思疎通不足

思い立った時に会議・打合せできない

3.3%

17.6%

13.8%

10.3%

8.7%

3.7%

27.1%

19.9%

9.7%

6.0%

ﾍｯﾄ ｵﾌｨｽ以外での仕事に

対する人事・評価が気になる

過剰労働・長時間勤務化

過剰労働・長時間勤務しても

認められない

上司や同僚達との意思疎通不足

思い立った時に会議・打合せできない

ﾍｯﾄ ｵﾌｨｽ以外での仕事に対する人事・評価が気になる

過剰労働・長時間勤務化

過剰労働・長時間勤務しても認められない

上司や同僚達との意思疎通不足

思い立った時に会議・打合せできない

4.7%

1.6%

18.9%

2.4%

1.8%

3.1%

2.0%

24.9%

1.2%

ﾘｱﾙﾀｲﾑ・その場での

業務・顧客対応が不可能

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での労働の

導入・運用のｺｽﾄ負担大

公私時間の切分けが困難

育児並行での仕事は

低効率・低生産性

介護並行での仕事は

5.2%

3.0%

14.5%

2.1%

2.7%

4.3%

2.4%

18.0%

1.6%

ﾘｱﾙﾀｲﾑ・その場での

業務・顧客対応が不可能

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での労働の

導入・運用のｺｽﾄ負担大

公私時間の切分けが困難

育児並行での仕事は

低効率・低生産性

介護並行での仕事は

ﾘｱﾙﾀｲﾑ・その場での業務・顧客対応が不可能

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽ以外での労働の導入・運用のｺｽﾄ負担大

公私時間の切分けが困難

育児並行での仕事は低効率・低生産性

介護並行での仕事は低効率・低生産性 1.8%

5.3%

5.2%

8.4%

1.0%

1.1%

4.7%

5.9%

11.2%

2.5%

低効率・低生産性

仕事用ｽﾍﾟｰｽ等の環境が不十分

仕事用の通信機器・

情報通信環境が不十分

情報セキュリティ確保に不安

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽからの機器・ﾃﾞｰﾀ等の

外部持出し不可による低効率・低生産性

4.6%

4.2%

13.2%

3.0%

2.5%

4.6%

5.3%

12.3%

4.4%

低効率・低生産性

仕事用ｽﾍﾟｰｽ等の環境が不十分

仕事用の通信機器・

情報通信環境が不十分

情報セキュリティ確保に不安

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽからの機器・ﾃﾞｰﾀ等の

外部持出し不可による低効率・低生産性

■ワークライフバランス
実現している

■ワークライフバランス
実現していない

介護並行での仕事は低効率 低生産性

仕事用ｽﾍﾟｰｽ等の環境が不十分

仕事用の通信機器・情報通信環境が不十分

情報セキュリティ確保に不安

ﾍｯﾄﾞｵﾌｨｽからの機器・ﾃﾞｰﾀ等の外部持出し不可による
低効率・低生産性

2.0%

54.8%

1.0%

1.5%

46.6%

0.3%

経営側の理解が低い

特にデメリットなし

その他

2.3%

35.3%

1.2%

4.2%

30.5%

1.2%

経営側の理解が低い

特にデメリットなし

その他
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低効率 低生産性

経営側の理解が低い

特にデメリットなし

その他

（注）・数値は15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後のワークライフバランス実現度別のデメリットとして選択された項目の割合である。



１）育児・子育てにおけるテレワ クの実施意向

３．テレワーク人口実態調査の結果 （３）育児・子育て、介護におけるテレワークの実施意向

１）育児・子育てにおけるテレワークの実施意向
①在宅型テレワーカーに占める育児・子育て中の人及び経験者の割合

○雇用型在宅型テレワーカーのうち、「現在、育児・子育て中」が13.8％、「過去に○雇用型在宅型テレワ カ のうち、 現在、育児 子育て中」が13.8％、 過去に
育児・子育て経験あり」が42.3％である。

○自営型在宅型テレワーカーのうち、「現在、育児・子育て中」が7.9％、「過去に
育児 子育て経験あり」が53 6％である

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

育児・子育て経験あり」が53.6％である。

13.8% 42.3% 43.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

雇用型

在宅型テレワーカー在宅型テレワ カ

自営型
7.9% 53.6% 38.5%

自営型

在宅型テレワーカー
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現在、育児・子育て中 過去に育児・子育て経験あり 育児・子育て経験なし

（注）・数値は在宅型テレワーカーに占める母集団拡大補正後の育児・子育て状況別の割合である。



１）育児・子育てにおけるテレワークの実施意向

３．テレワーク人口実態調査の結果 （３）育児・子育て、介護におけるテレワークの実施意向

○現在、育児・子育て中でテレワークを実施中の人の約４割が育児・子育て中に
テレワークで仕事ができた方が良いと「思う」と回答しており 特に女性は約５

１）育児 子育てにおけるテレワ クの実施意向
②育児・子育て中の人及び経験者におけるテレワーク実施意向

テレワ クで仕事ができた方が良いと「思う」と回答しており、特に女性は約５
割が回答している。

○テレワーク経験者・未経験者を問わず、男性に比べて女性の方が「思う」の割
合が高い

42.1% 41.6% 12.2% 4.2%
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Ｑ．育児・子育て中にテレワークを実施できた方が良いと思うか。
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思う まあ思う あまり思わない 全く思わない
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（注）・数値は育児・子育て経験のある15歳以上の就業者に占める母集団拡大補正後の育児・子育て・介護の実施状況別のテレワーク実施意向の割合である。



２）介護におけるテレワ クの実施意向

３．テレワーク人口実態調査の結果 （３）育児・子育て、介護におけるテレワークの実施意向

２）介護におけるテレワークの実施意向
①在宅型テレワーカーに占める介護中の人及び経験者の割合

○雇用型在宅型テレワ カ のうち 「現在 介護中」は9 8％である○雇用型在宅型テレワーカーのうち、「現在、介護中」は9.8％である。

○自営型在宅型テレワーカーのうち、「現在、介護中」は12.9％である。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9.8% 21.0% 69.1%
雇用型

在宅型テレワーカー

12.9% 27.5% 59.5%
自営型

在宅型テレワーカー

現在、介護中 過去に介護経験あり 介護経験なし

29（注）・数値は在宅型テレワーカーに占める母集団拡大補正後の育児・子育て状況別の割合である。



２）介護におけるテレワ クの実施意向

３．テレワーク人口実態調査の結果 （３）育児・子育て、介護におけるテレワークの実施意向

○介護中において、テレワークを経験もしくは実施している人の７割以上が、介護

２）介護におけるテレワークの実施意向
②介護中の人及び経験者におけるテレワーク実施意向

○介護中において、テレワ クを経験もしくは実施している人の７割以上が、介護
中にテレワークで仕事ができた方が良いと「思う」または「まあ思う」と回答して
いる。

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在介護中

Ｑ．介護中にテレワークを実施できた方が良いと思うか。

47.0%

19.0%

39.9%

40.2%

9.8%

28.4% 12.4%

現在介護中

・テレワーク実施中

現在介護中

・テレワーク経験なし

32.6% 46.8% 15.6% 5.0%
過去介護中に

テレワーク経験

16.0%

22.6%

47.7%

45.5%

25.7%

22.7%

10.6%

9.2%

過去介護中に

テレワーク経験なし

介護経験者全体 .6% 45.5% .7% 9. %介護経験者全体

思う まあ思う あまり思わない 全く思わない
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（注）・数値は15歳以上の介護経験のある就業者に占める母集団拡大補正後の育児・子育て・介護の実施状況別のテレワーク実施意向の割合である。


